
主な要件 融資
限度額

融資
期間

信用保証料補助
財源

現行 緩和後 現行 拡充後

「最近3か月間
の売上実績」
又は「今後3か
月間の売上見
込」が前年同
期と比較して、
5％以上減少し
ていることな
ど、数値要件
を満たすこと

・中東情勢の変化に
より、事業活動に影
響が生じていること
・「最近３か月間の
売上実績」又は「今
後３か月間の売上見
込」が前年同期と比
較して減少している
こと
（数値要件なし）

2.8億円
(0.8億円
以下は
無担保)

10年以内
(据置2年
以内)

小規模のみ
２分の１

全事業者

２分の１

補正予算成立まで

→予備費：８千万円

補正予算成立以降

→補正予算：８億円

主な要件 融資限度額 融資期間
信用保証料

補助
財源

・中東情勢の変化により事業活動

に影響が生じていること

・保証協会保証付融資の利用者か

つ元金返済が１年以上継続して

いること

小規模

1,000万円
（無担保）

２年以内
(期間１年以内
は一括返済可)

全事業者
４分の３

予備費
３億円

中小

経営安定融資（経営一般）の要件緩和等 受付期間：R8.5.29～R9.3.31
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Ⅱ 中小企業等の経営安定化に資する取組

○ 中小企業制度融資 ２５億円

中小企業制度融資においてメニューの創設及び拡充を行い、都内中小企業者等

の資金繰りを迅速に支援

１３６億円

主な要件
融資

限度額
融資期間

信用保証料補助
財源

現行 拡充後

・中東情勢の変化により、事業活動
に影響が生じていること

・「最近3か月間の売上実績」又は
「今後3か月間の売上見込」が前
年同期と比較して、5％以上減少
していることなど、数値要件を満
たすこと

2.8億円
(0.8億円
以下は
無担保)

10年以内
(据置2年
以内)

小規模のみ
２分の１

小規模
４分の３

中小
３分の２

補正予算
17億円

新

拡

拡

中東情勢対応クイックつなぎの創設 受付期間：R8.5.29～9.30

経営安定融資（経営一般）の信用保証料補助の拡充
受付期間：補正予算成立後～R9.3.31
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○ 中東情勢による原材料価格高騰に伴う価格転嫁等緊急支援事業 ２億円

中東情勢を契機としたコスト高騰の影響を受ける中小企業等の適切な価格転嫁等を

後押しするため、相談・支援体制を強化するとともに、プッシュ型での支援を実施

○ 島しょ漁業資材高騰緊急対策事業 ０．４億円

中東情勢を契機とした資材費高騰の影響を受ける漁業者の負担軽減に向け、水産物の

出荷に使用する魚箱等の資材購入費について、資材費が一定水準以上に高騰した場合

には補助率を拡充

○ 山村・離島振興施設整備事業 － 億円
（繰越明許費 ６億円）

中東情勢影響による納期の遅れから年度内に事業を完了することが困難になったため、

繰越枠を設定

○ 中東情勢による原材料価格高騰に伴う経営基盤安定化
 緊急対策事業

１０９億円

中東情勢を契機としたコスト高騰等の影響を受け、利益率の低下が見込まれる中小

企業等に対し、原材料費の縮減等に資する設備、システム等の導入に向けた取組に

要する経費を助成

○ 東京農業経営強靱化事業 － 億円
（繰越明許費 １０億円）

中東情勢影響による納期の遅れから年度内に事業を完了することが困難になったため、

繰越枠を設定

○ 東京農業法人育成支援事業 － 億円
（繰越明許費 ８億円）

中東情勢影響による納期の遅れから年度内に事業を完了することが困難になったため、

繰越枠を設定

○ 持続可能な東京農業支援事業 － 億円
（繰越明許費 ３億円）

中東情勢影響による納期の遅れから年度内に事業を完了することが困難になったため、

繰越枠を設定
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